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改定時期関連個所見直しの契機検討の論点No

令和６年
８月

２頁制度改正

介護分野におけるDXの推進への対応
①介護情報基盤と自治体システム間での介護情報の連携
②保険者と医療機関・介護事業所間での事務の電子化

・主治医意見書／意見書作成料請求書の提出
・居宅（介護予防）サービス計画作成依頼の届出

１

８頁制度改正以外
標準化PMOツールや関係省庁、検討会構成員からの
ご意見・ご質問等を踏まえた機能の見直し

２

○ 令和６年度検討事項のうち、令和６年８月の改定に向け、第１回WTで検討する範囲は以下のとおりとなります。

１．第１回WTで検討する範囲について

・今回ご提示する標準仕様書（案）においては、補記・訂正等の正誤対応を含め、上記以外の対応は行っておりません。ただし、今後、

標準化PMOツールや関係省庁、検討会構成員からのご意見・ご質問、全国意見照会でのご意見等を踏まえ、改定や正誤対応が必

要なものがありましたら、必要に応じて対応する予定です。
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○ 検討論点No.１「介護分野におけるDXの推進への対応」は、令和５年６月９日に閣議決定した「デジタル社会の実
現に向けた重点計画」を受け、「医療DXの推進に関する工程表」（令和５年６月２日 医療ＤＸ推進本部決定）に取り
まとめられたとおり、2026年度（令和８年度）からの全国実施に向けて提示される検討結果やインタフェース仕様等
の情報を踏まえ、標準仕様書へ必要な反映を行います。

【出典】デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和５年６月９日閣議決定）

【出典】医療DXの推進に関する工程表（令和５年６月２日 医療ＤＸ推進本部決定）

２．介護分野におけるDXの推進への対応①

令和８年度以降、自治体・医療機関/介護事業所間の
介護情報の連携等、全国的な運用が求められている。
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情報の概要
情報保管

※3
連携先

※2
連携元

※1
情報名No

被保険者の資格（取得、喪失等）に関する情報
なお、当情報のみ個人番号（マイナンバー）が含まれる方向で検討中

○事業所等保険者介護保険被保険者資格情報1

被保険者証に出力されている情報○事業所等保険者介護保険被保険者証情報2

負担割合証に出力されている情報○事業所等保険者介護保険被保険者負担割合情報3

介護保険負担限度額認定証等の減免・減額認定証（９種類）に出力され
ている情報

○事業所等保険者
介護保険被保険者減免減額認定証情
報

4

要介護認定・要支援認定における認定調査票や主治医意見書、認定等
の事業所等へ情報提供される情報（帳票のPDFも含む）
なお、本情報は居宅（介護予防）サービス計画作成依頼届出が提出され
た事業所のケアマネジャーのみが参照可能とする方向で検討中

○事業所等保険者
介護保険要介護・要支援認定情報
（情報提供用）

5

医療機関や医師にて作成される主治医意見書の情報×保険者医療機関介護保険主治医意見書等情報6

認定審査会委員へ提供する認定審査会資料（関連する帳票含む）に関
する情報

×
認定審査
会委員

保険者介護保険認定審査会資料情報7

認定申請から認定等の処分までの進捗状況を確認できる情報○事業所等保険者要介護認定進捗状況情報8

居宅（介護予防）サービス計画作成依頼届出、及び介護予防サービス
計画作成（介護予防ケアマネジメント）依頼届出に関する情報

×保険者
事業所・地
域包括支
援センター

居宅（介護予防）サービス計画作成・介
護予防サービス計画作成（介護予防ケ
アマネジメント）依頼届出情報

9

被保険者の介護保険住宅改修費の利用実績を確認できる情報○事業所等保険者介護保険住宅改修費利用情報10

被保険者の介護保険福祉用具購入費の利用実績を確認できる情報○事業所等保険者介護保険福祉用具購入費利用情報11

検討中の内容を含む
変更の可能性あり

２．介護分野におけるDXの推進への対応②

○ 以下は、現在検討中になりますが、介護情報基盤との連携対象となる情報になります。
今後、情報名を含め変更となる可能性がございます。

※1 「連携元」は想定する連携対象の情報を管理し、介護情報基盤に対して情報を登録することを指す。
※2 「連携先」は介護情報基盤から情報を取り出す又は閲覧することを指す。また、「事業所等」は、介護保険事業所の他に被保険者や医療機関を想定しているが、対象は検討中。
※3 介護情報基盤において情報を保管する情報に○を付している。医療機関・医師が作成した主治医意見書やケアマネ等が代理・代行で届け出る居宅（介護予防）サービス計画作成依

頼届出等の情報については、介護情報基盤に保管しないことを想定している。

当情報をもとに、必要となる連携に関する機能要件を次頁にて整理しています。
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２．介護分野におけるDXの推進への対応③

※ 各自治体の情報セキュリティポリシ
ー、ネットワーク構成等については、
「介護保険システムと介護情報基盤
の連携については、総務省が規定
する「地方公共団体における情報セ
キュリティポリシーに関するガイドラ
イン」を参考に自治体が個別判断す
ることとする旨を追記する予定です。

※ 連携機能に関する機能要件が追加
されますので、機能別連携仕様への
追加もデジタル庁へ調整予定です。

※ 連携する情報（データ項目）のうち、
第3.0版にて規定していない項目「所
属者参照用パスワード」「電子的提
出可否コード」を追加し、「所属者メ
ールアドレス」を標準オプションから
実装必須へ変更します。

機能要件（案）情報名No

介護情報基盤に、介護保険被保険者資格情報を提供する。

※1 連携項目やAPI連携の仕様等については、「＊＊＊＊＊インタ
フェース仕様書」に準拠すること
※2 日次（1日1回以上の頻度）で自動連携すること
※3 全件又は差分とすること ※差分連携を推奨
※4 返却された登録結果（コード、内容）を確認できること

介護保険被保険者資格情報1

No.1と同様。介護保険被保険者証情報2

No.1と同様。介護保険被保険者負担割合情報3

No.1と同様。介護保険被保険者減免減額認定証情報4

No.1と同様。介護保険要介護・要支援認定情報5

介護情報基盤に、介護保険主治医意見書等情報を照会する。

※1 連携項目やAPI連携の仕様等については、「＊＊＊＊＊インタ
フェース仕様書」に準拠すること
※2 随時で連携できること
※3 全件又は差分とすること ※差分連携を推奨
※4 照会した結果（成功、失敗）も確認できること
※5 照会した情報は介護保険システムに取り込み、利用できること

介護保険主治医意見書等情報6

No.1と同様。介護保険認定審査会資料情報7

No.1と同様。要介護認定進捗状況情報8

No.6と同様。
居宅（介護予防）サービス計画作成・介
護予防サービス計画作成（介護予防ケア
マネジメント）依頼届出情報

9

No.1と同様。介護保険住宅改修費利用情報10

No.1と同様。介護保険福祉用具購入費利用情報11

○ 提示された連携対象の情報
が加除された場合は内容に合
わせて、機能要件も対応しま
す。

○ ※1～4はPMH連携の仕様
を参考に想定される連携方式
（5頁参照）や連携頻度等を
記載していますが、今後、
介護情報基盤に関するインタ
フェース仕様等の内容に倣い、
変更する可能性がございます。

○ 介護情報基盤と連携する情報から、標準仕様書に追加する機能要件は以下のとおりです。
機能要件の詳細は、（別紙２）機能・帳票要件の「1.介護保険共通」を参照ください。

検討中の内容を含む
変更の可能性あり



○ デジタル庁が示すPMHとの連携における連携方式は以下のとおりとなっています。

【出典】 デジタル庁 2024年1月19日自治体システムベンダー向けのPMH事業に関する説明会「【資料1】本資料」

介護情報基盤における
連携方式は、左表の３
つの方式を前提に、推
奨する方式も含め、現
在検討中となっていま
す。

5

（参考）医療費助成等のPMH連携における連携方式
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２．介護分野におけるDXの推進への対応④

※No.1～4、9～11の情報は、認定審査会システム側で管理する想定はないため、「実装不可」としています。

適合基準日

実装区分

情報名No 認定審査会
システム

介護保険
システム

令和８年４月１日× 実装不可◎ 実装必須介護保険被保険者資格情報1

令和８年４月１日× 実装不可◎ 実装必須介護保険被保険者証情報2

令和８年４月１日× 実装不可◎ 実装必須介護保険被保険者負担割合情報3

令和８年４月１日× 実装不可◎ 実装必須介護保険被保険者減免減額認定証情報4

令和８年４月１日◎ 実装必須◎ 実装必須介護保険要介護・要支援認定情報5

令和８年４月１日◎ 実装必須◎ 実装必須介護保険主治医意見書等情報6

令和８年４月１日◎ 実装必須◎ 実装必須介護保険認定審査会資料情報7

令和８年４月１日◎ 実装必須◎ 実装必須要介護認定進捗状況情報8

令和８年４月１日× 実装不可◎ 実装必須
居宅（介護予防）サービス計画作成・介護予防サービス
計画作成（介護予防ケアマネジメント）依頼届出情報

9

令和８年４月１日× 実装不可◎ 実装必須介護保険住宅改修費利用情報10

令和８年４月１日× 実装不可◎ 実装必須介護保険福祉用具購入費利用情報11

検討中の内容を含む
変更の可能性あり

○ 介護情報基盤と連携する情報の機能要件における実装区分と適合基準日は以下のとおりとする予定です。
機能要件の詳細は、（別紙２）機能・帳票要件の「1.介護保険共通」を参照ください。

○ なお、介護情報基盤との連携機能は、政策上必要なものとされているため、実装区分は実装必須とし、適合基準
日は、デジタル社会の実現に向けた重点計画において、令和７年度までに標準準拠システムへ移行することとされ
ていることにあわせ、「令和８年４月１日」としています。



○ デジタル庁が示す以下の方針に基づき、標準仕様書の改定又は正誤対応を行います。

標準仕様書を改定する場合は、
原則、適合基準日の１年前ま
でに行う必要がある。

【出典】 「標準仕様書の改定・運用に関する基本的な考え」 2023年6月16日作成、2023年10月27日改訂デジタル庁

令和６・７年度に標準仕様書
を改定する場合の適合基準日
は、政策上必要なものは令和
８年４月１日、それ以外は令
和８年度以降となる。
※ 標準オプション機能は適合
基準日を定めない。

改定時期は原則８月末又は１
月末となる。

正誤表による対応は随時とな
る。

7

（参考）標準仕様書の改定・運用に関する基本的な考え方



３．標準化PMOツール等からのご意見・ご質問等を踏まえた機能の見直し（1/2）
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検討論点・第4.0版案の概要ご意見・ご質問の内容No

ご意見のとおり、機能ID 0230530の管理項目「合計所得金額」にて管理する

想定の情報は、負担限度額認定の判定にて使用する「合計所得金額から譲

渡所得に係る特別控除額及び公的年金等に係る雑所得を除いた金額」にな

ります。また、ご質問にあるデータ要件のデータ項目の４項目における「合計

所得金額」も同様の想定となります。

現在の表記ですと、特別控除等を除く前の「合計所得金額」が設定する等の

懸念も想定されますので、管理項目「合計所得金額」や合計所得金額に関す

る区分コード等について、当該項目がどの法令を根拠とするのか、以下の機

能IDの「機能要件」又は「要件の考え方・理由」へ補記いたします。なお、現時

点での対応案は機能・帳票要件に記載しておりますが、補記する内容は引き

続き、精査中のため、「改定種別」欄に【精査・調整中】と付しております。

【補記した機能ID】

0230125、0230126※、0230361、0230368、0230375、0230382、0230530、

0230532、0230579、0231156

※ 機能ID 0230126は、No.R5-144の対応により、新たに機能IDを附番します。

【検討課題一覧 No.R5-143】

【レコード番号】4682

【課題名】機能ID：0230529、0230530 負担限度額の合計所得金額につい

て

【課題内容】機能ID：0230530の管理項目で定義されている「合計所得金

額」は、その他の合計所得金額（年金雑所得分除く額）を指しているという

認識でよろしいでしょうか。あわせて、データ要件の項目ID：02301634（合計

所得金額）も同様の認識をしております。

また、データ要件について

項目ID：02301668 非課税８０万以下区分コード

項目ID：02301669 非課税１２０万以下区分コード

項目ID：02301670 非課税１２０万超区分コード

上記の項目定義に以下の記載があります。

「市町村民税世帯非課税者で課税年金収入額と合計所得金額の合計額

が年間～万円〇〇であることを表すコード（0：非該当、1：該当）」

こちらも同様に合計所得金額＝その他の合計所得金額（年金雑所得分除く

額）でよろしいでしょうか。

※厳密には所得指標の取り扱いも含めます。

１

※修正例※ 機能ID 0230125 の場合



３．標準化PMOツール等からのご意見・ご質問等を踏まえた機能の見直し（2/2）
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検討論点・第4.0版案の概要ご意見・ご質問の内容No

ご意見のとおり、当該項目は介護保険法施行令第二十二条の二の二 第

五項に定める項目になりますので、項目名より取り扱う情報に認識の齟齬

がないよう、機能ID 0230126の管理項目の名称を以下のとおり見直しまし

た。データ要件等のデータ項目との整合については改定内容に合わせて、

デジタル庁と調整いたします。

[修正前] （修正前機能ID 0230126）

扶養親族人数16歳未満、扶養親族人数16歳以上19歳未満

[修正後] （修正後機能ID 0231430）

控除対象者人数16歳未満、控除対象者人数16歳以上19歳未満

なお、対象者の世帯状況や世帯員の税情報等を踏まえて管理する項目に

なりますので、その他合計所得金額等と同じ扱いで管理するほうが介護保

険業務としても利用しやすいと考えるため、管理項目を規定する機能IDは

現状のままといたします。

【検討課題一覧 No.R5-144】

【レコード番号】4951

【課題名】管理項目「扶養人数」の名称について

【課題内容】第2.1 版（令和5年8月修正版）の機能ID「0230126」において「扶養

親族人数16歳未満」、「扶養親族人数16歳以上19歳未満」という管理項目が

規定されている。本項目は介護保険法施行令第二十二条の二の二 第五項

で規定されている「控除対象者」（世帯主と同一の世帯に属する十九歳未満

の者で同年の合計所得金額が三十八万円以下であるもの）を指しているのか。

仮にそうであるならば、表現を見直せないか。

「扶養」とあると税法上の扶養と誤認する可能性もあり、また、「親族」とあるが、

制度としては世帯員であることが要件であり、必ずしも「親族」であるとは限ら

ないよ思われる。また、「個人住民税情報」として管理する項目ではないので

はないか。

見直す際はデータ要件等も併せて見直していただきたい。

２


